
(単位　円)

純　　資　　産　　の　　部

275,013,137

12,958,973,332

5,222,807,872

6,784,081,707

232,938,882

609,990,400

28,344,107

76,214,541

4,595,823

△ 9,477,268,216

△ 9,477,268,216

15,045,208,026

17,419,147,486

増　　減

6,786,530

6,786,530

0

0

1,314,831

1,314,831

8,101,361

△ 42,465,487

前　年　度　末

24,522,476,242

24,274,376,242

100,000

248,000,000

繰越収支差額

翌年度繰越収支差額

純　資　産　の　部　合　計

負債及び純資産の部合計

△ 9,475,953,385

△ 9,475,953,385

15,053,309,387

17,376,681,999

本　年　度　末

24,529,262,772

24,281,162,772

100,000

248,000,000

科　　　目

基本金

　　　　第１号基本金

　　　　第３号基本金

　　　　第４号基本金

107,887,978

2,373,939,460

△ 14,411,307

0

98,695,582

△ 108,641,960

1,560,521

△ 6,025,450

△ 50,566,848

1,493,866,117

44,440,000

192,555,508

1,078,413,995

70,568,636

843,917,802

622,160,000

221,757,802

        代理会計預り金

負　　債　　の　　部　　合　計

1,479,454,810

44,440,000

291,251,090

969,772,035

72,129,157

101,862,528

2,323,372,612

流動負債

        短期借入金

        未払金

        前受金

        預り金

880,073,343

666,600,000

213,473,343

△ 36,155,541

△ 44,440,000

8,284,459

固定負債

        長期借入金

        退職給与引当金

△ 42,465,487

科　　　目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　減

△ 10,817,762

△ 151,151

△ 4,490

98,498

17,376,681,999

96,894,997

440,093

316,930

16,535,200

17,419,147,486

86,077,235

288,942

312,440

16,633,698

0

11,836,715

4,276,880,281

4,173,567,966

302,056,664

312,931,569

△ 2,051,119

0

0

0

△ 3,801,420

3,974,823,617

3,860,636,397

398,350

12,079,500

249,934,240

11,836,715

1,937,927

6,861,697

3

398,350

0

5,984,176

△ 360,506,327

△ 20,700,000

△ 277,982,179

2,615,771

△ 53,363,212

△ 5,278,144

△ 4,122,982

△ 1,675,581

10,000,000

10,000,000

0

    その他の固定資産

13,099,801,718

12,598,467,005

5,202,107,872

13,444,323,869 △ 344,522,151

        図書

        車両

    特定資産

        土地

        建物

        構築物

        教育研究用機器備品

        管理用機器備品

        電話加入権

　　　　ソフトウェア

        施設利用権

        差入保証金

        預託金

        第3号基本金引当特定資産

        退職給与引当金特定資産

　　　　職員教育研究研修引当特定資産

貸 借 対 照 表 
令和６年３月３１日

        長期前払金

資　　産　　の　　部

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　減

        保険等積立金

流動資産

　　　　現金預金

　　　　未収入金

　　　　貯蔵品

　　　　立替金

　　　　前払金

資　　産　　の　　部　　合　計

負　　債　　の　　部

科　　　目

固定資産

    有形固定資産

12,079,500

253,735,660

0

6,506,099,528

235,554,653

556,627,188

23,065,963

72,091,559

2,920,242

1,937,927

4,810,578

3

220,337,400

100,000

220,000,000

237,400

280,997,313

210,337,400

100,000

210,000,000

237,400



注　記

（１）重要な会計方針
①引当金の計上基準
徴収不能引当金
　金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積った徴収不能見込額を計上している。

退職給与引当金
　私立大学退職金財団加入の教職員については、期末要支給額　449,877,000円の100％を基にして私立大学退職金
財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した金額を計上し、福岡県私学教育振興会加
入の教職員については、期末要支給額　235,741,818円から福岡県私学教育振興会からの交付金相当額を控除した
金額100％を計上している。

②その他の重要な会計方針
・有価証券の評価基準及び評価方法
　移動平均法に基づく原価法である。
・預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　預り金その他経過項目に係る収支は総額で表示している。
・学生寮その他教育活動に附随する活動に係る収支の表示方法
　補助活動に係る収支は総額で表示している。

（２）重要な会計方針の変更等
　該当なし

（３）減価償却額の累計額の合計額 円

（４）徴収不能引当金の合計額 0 円

（５）担保に供されている資産の種類及び額 土地 円
建物 円

（６）翌会計年度以後の会計年度において基本金へ組入を行うこととなる金額 円

（７）当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策
　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

（８）その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項
①所有権移転外ファイナンス・リース
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外のファイナンスリースは次のとおりである。

平成21年4月1日以降に開始したリース取引

②関連当事者との取引
　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

役員の
兼任等

事実上
の関係

関係法人
社会福祉法人 晶

（注1）
福岡市南区 － 福祉・介護 － －

土地・建
物の賃

貸

土地・建
物の賃貸
料（注2）

8,555,556 - -

（注1） 当該法人の理事長は、当法人の理事長 福田庸之助の近親者である。また、上記のような重要な契約等が存在する。
（注2） 土地・建物の賃貸は、近隣の賃貸条件を勘案した上で協議し、賃貸契約を締結している。

③有価証券の時価情報
総括表 (単位　円)

明細表 (単位　円)

80,400

当年度(令和6年3月31日）

種　　類

投資信託
計

貸借対照表計上額
237,400
237,400

時　　価
317,800
317,800

当年度(令和6年3月31日）
差　　額

80,400
80,400

期末
残高

時価が貸借対照表上額を超えるもの

（うち満期保有目的の債券）
計

貸借対照表計上額
237,400

(0)
237,400

時　　価
317,800

(0)
317,800

差　　額
80,400

(0)

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額 勘定科目属　　性
役員、法人等の

名称
住　所

資本金又
は出資金

事業内容又
は職業

教育研究用機器備品
管理用機器備品

リース料総額 未経過リース料期末残高

5,692,800
18,000

660,720
7,200

12,912,995,709

1,037,187,521
5,967,215,783

735,040,290

リース物件の種類


